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厚⽣労働省 ⼦ども家庭局 家庭福祉課

令和３年11⽉９⽇ ⾏政事業レビュー（秋レビュー）
テーマ「⼦供の貧困・シングルペアレンツ問題」 資料



令和２年度秋の⾏政事業レビュー以降の厚⽣労働省の対応

 ⽀援を必要とする⼈の⽴場
に⽴って、これを起点とした⽀援
策の「ワンストップ化」の実現。

 ⾃分が⽀援対象であることに
無⾃覚な⼈、潜在的に⽀援を
必要とする⼈、その予備軍に対
して積極的にアプローチするため
にも、「プッシュ型」の⽀援を可
能とする必要。

 それぞれの現場における⽀援
を担う⼈的資源の拡充や雇⽤
の安定化（職員のキャリア
アップへの配慮、NPO等の積
極的な活⽤等）

１

２

３

４

検討依頼通知の発出

全国会議の開催

５実施状況調査の実施

R2年11⽉ R2年12⽉〜 R3年5⽉〜6⽉ R3年10⽉

調査研究の実施

■⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等によ
る相談⽀援体制の実態に関し
て、⾃治体向け、⽀援員向け
の調査及び⾃治体ヒアリングを
実施。

■⽀援員の処遇や勤務状況、
業務内容、職場環境等につい
て照会。

■ワンストップ相談体制強化事
業(令和２年度補正予算等)

■相談⽀援体制強化事業
（令和３年度予算）
■ひとり親家庭への総合的な⽀
援のための相談窓⼝の強化事
業の拡充

（令和４年度概算要求）

■R2秋レビューの指摘事項や、
調査研究の結果を踏まえ、総
合相談窓⼝の体制強化等の
重要性や、⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀
援員への⽀援等について、⾃
治体宛てに通知を発出。ひとり
親家庭への⽀援体制の強化に
向けての取組を依頼。

■全国の⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援
員等を対象として、③通知の
内容の周知や、⾃治体におけ
る好事例の共有・横展開を⽬
的として、オンラインで実施。

■③通知及び④全国会議にお
いて、⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員
の処遇改善等の推進について、
検討を依頼したことを受け、各
⾃治体における現時点の検討
状況の調査を実施。

■⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員を設
置することとなっている都道府
県、市及び福祉事務所設置
町村（計906⾃治体）から
回答。

■主な照会内容
・⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員の処
遇改善状況
・業務効率化や効果的な相談
対応を⾏うための、IT機器等の
整備状況
・⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員に対
する研修受講機会の充実の状
況。

予算措置

R2秋レビュー
指摘事項

1

P.2
P.3

P.10

P.17

P.23

P.25

現在、６⾃治体で
モデル的に事業を実施中



【参考】令和２年度「秋の⾏政事業レビュー」（⼦供の貧困・シングルペアレンツ）指摘事項 ＜抜粋＞
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● ⼦供の貧困・シングルペアレンツに関する問題は、困難な状態となるきっかけやプロセス、また、⼦供の未来に関わることとして捉えれば、
全ての⼈に関わる政策課題として位置付けるべきである。

● その上で、今後、更に、必要な⽀援を必要な⼈に⼗分に⾏き渡らせるためには、まず、⽀援を必要とする⼈の⽴場に⽴って、これを起
点とした⽀援策の「ワンストップ化」を実現し、素早く有効な⽀援を届ける必要がある。そのために、デジタル・データの活⽤に加え、役所
や学校などの現場で直接⽀援に携わる⼈（スクールソーシャルワーカーなどの⽀援員やNPO法⼈等）を効果的に活⽤することが必要
である。

● また、⾃分が⽀援対象であることに無⾃覚な⼈、潜在的に⽀援を必要とする⼈、その予備軍に対して積極的にアプローチするためにも、
「プッシュ型」の⽀援を可能とする必要がある。

● 今後、国は、「ワンストップ化」や「プッシュ型」の⽀援を実現するために、デジタル・データの特性を活かしたデータ・ベースに関わる共通イ
ンフラを主導して構築することを検討すべきである。その際には、これまでの⼦供の貧困対策・シングルペアレンツに対する⽀援の取組を
通じて得た知⾒を活かし、⽬指すべき枠組みやアウトカムを明確化すること。また、構築した共通インフラは、将来のモニタリングにも活⽤
するほか、各地⽅公共団体において⼯夫することが可能となるような仕組みとするよう留意すること。また、それぞれの現場における⽀援
を担う⼈的資源の拡充や雇⽤の安定化（職員のキャリアアップへの配慮やNPO等の積極的活⽤を含む。）のための施策を進めていく
必要もある。

● こうした「ワンストップ化」や「プッシュ型」の⽀援を実現するため、具体的には、⽀援を必要とする⼈の便益（教育効果を含む。）となる
ことを第⼀として、各地⽅公共団体における福祉部局と教育部局の連携強化・⼀体的体制の構築、個⼈情報保護条例の改正や運
⽤の⾒直し等により、情報の⼀元化や連携を可能とし、⽀援を必要とする⼈及びその予備軍の状況を適時・的確に把握することを進
めることが重要である。さらに、⽀援へのアプローチを容易とするために、⼿続⾯での課題の整理、簡略化も必要である。



調査研究の実施
予算要求

検討依頼通知の発出

全国会議の開催

実施状況調査の実施

１
２

３

４

５
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「⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等による相談⽀援体制の実態に関する調査研究」（令和２年度）

• 市町村等において、⺟⼦家庭及び⽗⼦家庭並びに寡婦（以下「ひとり親家庭等」という。）を対象に⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員による⽀援を展開し
ているものの、平成28年度全国ひとり親世帯等調査によると、⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員の認知度は⾮常に低く、その利⽤状況も低調となっている。

• 本調査研究では、⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等による相談体制の実態及び必要な対応策を研究することにより、ひとり親家庭の⽣活の安定を図るこ
とを⽬的として調査を実施した。

⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等による相談⽀援体制の実態に関する調査

• 調査対象︓地⽅⾃治体（都道府県、市及び福祉事務所設置町村 907⾃治体）
• ⺟⼦⽗⼦⾃⽴⽀援員（1,780名全員）
• 調査期間・⽅法︓2020年12⽉３⽇〜2020年12⽉18⽇（郵送及びweb)
※ 有効回答率 地⽅⾃治体︓74.1％（郵送︓49.6％、WEB︓24.5%︓671票）、⺟⼦⽗⼦⾃⽴⽀援員︓75.6％（1,346票）

• 調査対象︓静岡県、練⾺区、明⽯市の３⾃治体にヒアリング調査を実施
• 調査期間・⽅法︓2021年２⽉下旬〜2021年３⽉上旬の間、ヒアリング（電話・オンライン）を実施。
※ 調査結果より独⾃の事業実施や関係機関との連携の⼯夫等がみられる⾃治体にヒアリングを実施

研究⽬的

研究⽅法

⾃治体へのヒアリング調査
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調査概要①

▋主な調査結果（⾃治体票）
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正規職員 257 0.0 1.2 3.9 9.7 16.3 16.0 16.0 18.7 8.2 10.1 548.8

非正規職員
（フルタイム）

181 0.0 9.9 68.0 12.7 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 242.2

非正規職員
（パートタイム）

878 0.9 32.7 55.6 6.7 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 3.8 213.6
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● 年収の平均値は、正規職員548.8万円、⾮常勤職員
（フルタイム）242.2万円、⾮正規職員（パートタイム）
は213.6万円であった。

⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等による相談⽀援体制の実態に関する調査

● ⽀援員の雇⽤形態としては、正規職員が19.1%、⾮正
規職員が78.7％であり、⾮正規職員は「会計年度任⽤職
員（フルタイム）」が13.4％、「会計年度任⽤職員（パー
トタイム）」が64.9％となっている。
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調査概要②

▋主な調査結果（⾃治体票）

⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等による相談⽀援体制の実態に関する調査

● ⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員向けの研修の受講平均回数（令和
元年度）は、正規職員で1.6 回、⾮正規職員で4.0回。正規
職員の５割は１度も研修を受けていない。

平均値

正規職員（  234） 1.6

非正規職員（1,016） 4.0

0回

50.0

17.8

1回

10.7

13.8

2回

10.7

12.4

3回

9.4

11.0

4回

3.0

8.5

5～
9回以下

9.0

22.4

10回以上

2.6

10.0

無回答

4.7

4.0

（％）

● ⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員向けの研修の開催回数（令和元年
度）は、都道府県で1.3回、⼀般市等で0.4回。

TOTAL 都道府県等 ⼀般市等

研修回数（回） 0.6 1.3 0.4

受講者数（⼈） 7.4 28.3 2.2
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▋主な調査結果（⽀援員票）

● ⽀援員が「難易度が⾼く困難」と感じる業務は、法的な⽀援
必要な業務が最も⾼く、62％が難易度が⾼いと回答している。
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調査概要③

▋主な調査結果（⽀援員票）

⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等による相談⽀援体制の実態に関する調査

● ⽀援員が実施している相談⽅法としては、電話相談、対⾯相
談が⼤半であり、SNSを利⽤した相談の割合は極めて低い。
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● ⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員の課題だと思うことについて、「相談技
術の向上が必要」が最も多い。
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

整っている（計） 整っていない（計）

(%)



静岡県、練⾺区、明⽯市の３⾃治体に対し、ひとり親⽀援や、⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員の体制も含め、⽀援体制の構築において⼯夫してい
ること等についてヒアリングを実施した。

○ ⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員を正規職員、
⾮正規職員計16名配置。

○ ひとり親向けの出張相談や、ホー
ムヘルプサービスの利⽤に乗じたア
ウトリーチ型の相談⽀援を実施。

○ 法テラスやハローワーク、⼦ども
家庭⽀援センター等他機関との連携、
互いに情報を提供。

○ ひとり親ワンストップサービスを
⾏う部署を設置、ひとり親の⽣活全
般にわたる相談に応じ、各専⾨⽀援
につなげている。

○ ⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員を相談⽀援
業務専任とすることで、充実した相
談体制を確保。

○ 児童扶養⼿当の現況届提出の機会
等を捉まえ、アウトリーチ⽀援を実
施。⽀援員や弁護⼠が同席し、相談
者が必要な要件を済ませられるよう
⼯夫。

○ 法律に関し、ワークショップ形式
も含めた⽀援員向け研修を実施。

○ SNSを利⽤したひとり親相談⽀
援を⺠間委託で実施。

静岡県 練⾺区

調査概要④

明⽯市

○ 平⽇の夜などに、開庁時間に来ら
れない⼈向けの家庭訪問を実施。

○ 社会福祉協議会や⽣活困窮の窓⼝、
教育委員会等と連携。

○ 「こどもを核としたまちづくり」
の⼀環として各種施策を展開。ひと
り親家庭総合相談会を開催したり、
ひとり親相談専⽤の電話番号の公開
などをしている。

○ ⽀援員は、ネット接続のPCの他、
外部と切り離した端末で住基情報の
確認等が可能。
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• 貸付⾦関連等他業務に割く時間が⻑いため、⽀援員が相談⽀援業務に時間を割けるよう、職員配置の改善や業務の⾒直しなどを検討すべき。

• 給与や雇⽤の不安定さなど、⽀援員の待遇に課題があるため、地⽅⾃治体においては現状及び課題を把握するとともに、改善に努めるべき。

• ひとり親が法的な⽀援を受けやすくするため、⽀援員の研修機会の充実ともに、弁護⼠や法テラス等の専⾨家・機関との連携が必要。

• ひとり親の就労時間外の相談ニーズに応えたり、低調なアウトリーチ⽀援の充実ができるよう体制整備が必要である。

⽀援体制の整備

• 経験年数の浅い⽀援員を中⼼としてスーパービジョンや研修のニーズは⾼い。

• ⽀援の技術向上のためのスーパービジョン体制の構築や研修機会の確保が必要である。

• 経験豊富な⾮正規職員をスーパーバイザーとして配置することや、オンラインツールやeラーニングを活⽤した研修の形式の検討などが考
えられる。

• があった。

⽀援員の研修等

• 個⼈メールを利⽤できる⾮正規職員が２割と、情報機器の利活⽤は低調。

• ⽀援員が情報検索を容易にできるようインターネットへのアクセスを確保するとともに、ICT（情報通信技術）の利活⽤を促進する必要が
ある。

• 複雑な⽀援制度をタブレット等で⼀覧で検索できるようにするなど相談⽀援ツールの整備を進めることが考えられる。

ICTの利活⽤

調査概要⑤

提⾔の内容

9



調査研究の実施

予算要求
検討依頼通知の発出

全国会議の開催

実施状況調査の実施

２
１

３

４

５
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⽀援を必要とするひとり親が⾏政の相談窓⼝に確実につながるよう、分かりやすい情報提供や相談窓⼝への誘導の
強化を⾏いつつ、ひとり親家庭の相談窓⼝において、実情を踏まえた、ワンストップで寄り添い型⽀援を⾏うことが
できる体制を整備

（⽬指す姿） ⾃治体の窓⼝のワンストップ化の推進

ウェブ
SNS

ひとり親⽀援の相談窓⼝
（福祉事務所設置⾃治体の相談窓⼝）

⽣活困窮者⾃⽴⽀援制度の相談窓⼝
（福祉事務所設置⾃治体の窓⼝(直営)⼜は⺠間団体(委託)）

ひ
と
り
親
家
庭

離婚届、転⼊届
保育園の⼿続
児童扶養⼿当 等の窓⼝

複雑な制度情報をタブレット
等の情報機器でバックアップ

協⼒

関係機関等

⽀援情報の定期的な配信
（⾏政→ひとり親）

来所相談予約の申込み
（ひとり親→⾏政）

SNS等を活⽤した
双⽅向型の⽀援

⺟⼦・⽗⼦
⾃⽴⽀援員

窓⼝の周知・PR

ひとり親窓⼝への
アクセスの向上

就業⽀援を含めた専⾨的な相談窓⼝
※NPO法⼈等の⺠間団体への⼀部委託も可

※相談窓⼝の充実等に必要な備品購⼊等を補助

⼦育て世代包括⽀援
センター

婦⼈相談所
婦⼈保護施設
⺟⼦⽣活⽀援施設等

⺟⼦家庭等就業・⾃⽴
⽀援センター

ハローワーク

弁護⼠等

公営住宅担当部局

ＵＲ、⺠間賃貸事業者

保育所等担当部局

NPO法⼈
社会福祉法⼈等

教育関係部局

スマートフォン等でのウェブサイト活⽤
⽀援窓⼝への誘導

児童扶養⼿当の現況届などの
機会を活⽤したニーズ把握

関係機関の連携
体制づくり

協⼒

⼦育て＋仕事
➡ 時間がない

11



＜事業イメージ＞

ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制強化事業【R２年度補正⇒R３年度に繰越】

○ ひとり親家庭に対する⽀援について、①地⽅公共団体における窓⼝が統⼀されておらず、各種制度をよく知る⼈も希少であること、②多
様な状況に応じた様々な制度が⽤意されるも、実際の活⽤にはハードルがあることから、ひとり親家庭が数々ある制度にたどりつくことが
できているかが課題となっているところ

○ ⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等、職員配置の拡充が難しい中、ＩＴ機器等を活⽤したひとり親のワンストップ相談体制の強化が必須。

対 象 補助率 補助基準額 実施主体
○ ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制強化事業を実施する⾃治体
（委託先団体を含む。）

定額
（国10/10相当）

１⾃治体あたり
８0,000千円

都道府県、市及び福祉事務所
設置町村

補助単価等

○ チャットボットによる相談への⾃動応答や⽀援制度・担当窓⼝の案内、関係部署との情報共有システムの構築など、ＩＴ機器の活⽤
を始めとした相談機能強化を図る。

⽀援の内容

背 景

○ ひとり親家庭が必要な⽀援に繋がり、⾃⽴に向けた適切な⽀援を受けられるよう、ＩＴ機器等の活⽤を始めとしたひとり親のワンストッ
プ相談体制の構築・強化をモデル的に実施し、その取組の横展開を図ることを⽬的とする。

⽬ 的

ひとり親家庭

情報⼊⼒・相談

⽀援施策等の案内
チャットボット

住居確保
の必要性

就業⽀援
の必要性

等

⽣活困窮部署

⼦育て⽀援部署

教育関係部署

ひとり親⽀援部署

住宅関係部署

労働関係部局

⼊⼒された情報より、必要に応じて、⾃治体から家庭へアプローチを図る

⼦育て・⽣活⽀
援の必要性

経済的⽀援
の必要性

⼊⼒された情報を共同クラウドにより共有

Ａ家庭

Ｂ家庭

チャットボットによる⽀援
制度・担当窓⼝の案内

共同クラウドによる
情報共有

令和２年度第３次補正予算：４．０億円（母子家庭等対策総合支援事業）
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取組事例①︓福岡県

【概要】
● 福岡県ひとり親サポートセンターの
ホームページにAIチャットボット機能
を導⼊し、ひとり親家庭等から多く寄
せられる質問に24時間365⽇対応
し、適切な⽀援に案内できる仕組み
を導⼊。（ワンストップ型相談対
応）

● また、AIチャットボット利⽤者のうち、
希望する⽅には、提供を希望する⽀
援情報や連絡先を⼊⼒してもらい、
登録された連絡先に必要な⽀援情
報の提供を⾏う。（プッシュ型⽀
援）

１ ２
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取組事例②︓神⼾市

１

【概要】
● SNS（LINE）を利⽤した就業相
談アプリを作成し、ひとり親家庭を対
象に、プロのキャリアカウンセラーに無
料でいつでもどこでも就業相談ができ
る体制を整える。

● キャリアカウンセラーによる就業相談
に加え、求⼈情報の提供やAIによる
適性・適職診断を⾏う他、ひとり親
家庭⽀援施策の情報の提供を⾏う。

● この他、⽀援施策のオンライン申請
を実施しており、申請を⾏った⽅に対
して、ひとり親⽀援施策情報の配信
等を⾏っている。

２

３ ４
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１か所当たり 2,200千円
※ 市内の区役所・⽀所など、⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等を配置して相談⽀援を⾏っている場所毎に補助単価を適⽤す
ることが可能。

【実施主体】都道府県・指定都市・中核市・及び福祉事務所設置町村（事業の全部⼜は⼀部を⺠間団体等に委託可）
【補助率】国１/２、都道府県等１/２

○ タブレット等を活⽤した相談対応ツールや、動画による研修ツールなどを作成し、
⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等の専⾨性の向上及び相談⽀援体制の充実を図る。

ひとり親家庭に対する相談⽀援体制強化事業【R３年度新規】

○ ⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等がひとり親家庭の個々の状態に応じて、適切な⽀援へ繋ぐことできるよう相談⽀援体制の
強化を図る。

⽬ 的

事業内容

実施主体等

補助基準額

【令和３年度予算︓ 158億円の内数（⺟⼦家庭等対策総合⽀援事業）】
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相談⽀援体制の強化（ひとり親家庭への総合的な⽀援のための相談窓⼝の強化事業の拡充）

○ ひとり親家庭等の⽀援ニーズには、ひとり親家庭になった理由や、年齢、同居家族の状況、就業状況等により多様なものがあり、また、DVなど
多様な課題を抱えている場合もあるため、こうした個別のニーズに対応できる⽀援制度が必要であるとともに、それらをひとり親家庭の事情に応じて
適切に組み合わせて提案する相談⽀援が重要。

○ しかし、ひとり親家庭が抱える問題が多様化する中で、相談対応を⾏う⾃治体窓⼝等においては、
・ 母子・父子自立支援員にとって特に難易度の高い、法的な支援が必要な相談対応にあたり、支援員へのサポートが少ない。

・ 精神疾患を抱える相談者や外国人相談者への適切な対応が難しい。

・ 正規職員、非正規職員ともに貸付金関連の業務負担が大きく、相談支援業務に割ける時間が少ない。

・ ひとり親は就業している割合が高い中で、土日や夜間の時間帯に相談対応を行っている自治体が少ない。

といった状況にあることから、相談⽀援体制を強化するための⽀援が必要。

対 象 補助率 補助基準額 実施主体
○ ⺟⼦家庭等対策総合⽀援事業におけるひとり親家庭への総合的な⽀援の
ための相談窓⼝の強化事業を実施する⾃治体（委託先団体を含む。） 国 １／２ １か所当たり

8,118千円
都道府県・市・

福祉事務所設置町村

補助単価等

⽀援の内容

背 景

○ ひとり親家庭が抱える問題が多様化する中で、専⾨的な総合相談窓⼝において、相談者のニーズをワンストップで正確に把握し、⼀⼈⼀⼈に
合った的確な⽀援に繋げることを可能とするため、様々な⾓度から相談⽀援体制の強化を図る。

⽬ 的

○ 弁護⼠・⼼理療法⼠等による相談対応⽀援
⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員が、弁護⼠や臨床⼼理⼠等の専⾨職種のバックアップ
を受けながら相談⽀援を⾏える体制づくりに必要な費⽤の補助を⾏う。

○ 補助職員配置⽀援
⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員が相談⽀援に重点を置いた業務を⾏うことができるよう、
相談⽀援以外の事務的な業務を補助する者の配置に必要な費⽤の補助を⾏う。

○ 夜間・休⽇対応⽀援
ひとり親の就労時間外の相談ニーズに対応できるよう、⼟⽇や夜間に相談対応
を⾏った場合に追加的に係る費⽤の補助を⾏う。

⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀
援員による相談体
制の充実

相談機会の確保・
充実

ひとり親⽀援の
総合相談窓⼝
（福祉事務所設置⾃治体
の相談窓⼝）

の強化

R3予算︓158億円の内数→R４概算要求︓164億円の内数（⺟⼦家庭等対策総合⽀援事業）
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調査研究の実施

予算要求

検討依頼通知の発出
全国会議の開催

実施状況調査の実施

３
２

１

４

５
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◆ ⽀援員の⼈件費については、地⽅交付税により措置されているが、「⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員
等による相談⽀援体制の実態に関する調査研究」報告書によれば、特に⾮常勤の⽀援員の給
与⽔準は低く、フルタイムの⽀援員であってもその給与の平均は年額242.2万円。
◆ これまで⾮常勤職員として任⽤されていた⽀援員については、地⽅公務員法及び地⽅⾃治
法の⼀部を改正する法律（以下「改正法」という。）の施⾏に伴い、令和２年４⽉１⽇より会
計年度任⽤職員として任⽤されているが、会計年度任⽤職員については、総務省より通知され
ているとおり、類似する業務に従事する常勤職員の職務の級の初号俸の給与⽉額を基礎として、
職務の内容や責任、職務遂⾏上必要となる知識、技術及び職務経験等の要素を考慮して定
めるべきとされている。

18

「ひとり親家庭への⽀援体制の強化等について」
（令和3年５⽉20⽇付け⼦家発0520第１号家庭福祉課⻑通知）

◆ 各地⽅⾃治体において、改正法の趣旨
等を踏まえ、⽀援員の処遇等についても検
討を依頼

◆ ⽀援員が活⽤できるＩＴ機器の整備
や、⽀援員に対する研修の充実など、総
合的な処遇の改善について依頼

国の予算事業の活⽤を働きかけ



【参考】 「ひとり親家庭への⽀援体制の強化等について」（令和3年５⽉20⽇付け⼦家発0520第１号家庭福祉課⻑通知）- ①
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【参考】 「ひとり親家庭への⽀援体制の強化等について」（令和3年５⽉20⽇付け⼦家発0520第１号家庭福祉課⻑通知）- ②
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【参考】 「ひとり親家庭への⽀援体制の強化等について」（令和3年５⽉20⽇付け⼦家発0520第１号家庭福祉課⻑通知）- ③
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【参考】 「ひとり親家庭への⽀援体制の強化等について」（令和3年５⽉20⽇付け⼦家発0520第１号家庭福祉課⻑通知）- ④
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調査研究の実施

予算要求

検討依頼通知の発出

全国会議の開催
実施状況調査の実施

４

２

３

１

５

23



令和３年度「全国ひとり親家庭⽀援者等会議」（令和３年６⽉23⽇）

• 国におけるひとり親家庭に対する⽀援策を周知するととも
に、地⽅⾃治体における好事例の共有・横展開を通じて、
地⽅⾃治体のひとり親家庭担当課職員及び⺟⼦・⽗⼦⾃⽴
⽀援員等の質の向上を図り、ひとり親家庭等に適切な⽀援
を提供することを⽬的とする。

開催⽬的

概要

24

• 開催⽇時︓令和３年６⽉23⽇（オンライン開催）

• 参加対象者︓都道府県、市、福祉事務所設置町村におけ
るひとり親家庭⽀援担当課及び⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員等

• 会議資料及び動画を厚⽣労働省ホームページに掲載
（URL）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya
/0000183795_00002.html



調査研究の実施

予算要求

検討依頼通知の発出

全国会議の開催

実施状況調査の実施５

２

３

４

１
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「⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員の処遇改善等に関するアンケート調査」結果

• ⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員（以下「⽀援員」という。）の処遇改善等の推進について、
通知や全国会議で検討を依頼したことに伴い、各⾃治体における現時点の検討状
況に係るアンケート調査を実施。

• ①⽀援員の処遇改善、②IT機器等の整備及び③研修の充実に係る、令和３年10⽉
１⽇現在の検討状況について照会。

• 調査対象︓都道府県、市及び福祉事務所設置町村（計906⾃治体※⽀援員を配置
していない⾃治体を含む。）

• 調査期間・⽅法︓令和３年10⽉４⽇〜10⽉18⽇（電⼦メール）

調査概要
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「⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員の処遇改善等に関するアンケート調査」結果

主な調査結果

27

• 有効回答702⾃治体のうち、令和３年度上半期において「処遇改善を⾏った」が94⾃治体、「検討している」が51⾃治体。
• 「処遇改善を⾏った」とした94⾃治体のうち、37⾃治体が「給与⽔準の改善」を⾏っており、うち１割〜３割程度の改善を⾏った⾃治体

が７⾃治体あった。

①⽀援員の処遇改善

• 有効回答702⾃治体のうち、令和３年度上半期において、⽀援員が相談⽀援等を⾏うに当たって、業務効率化や効果的な相談対応を⾏うた
めに、「IT機器等の整備を⾏った」と回答したのが45⾃治体、「今後⾏うことを検討している」が74⾃治体であった。

• 主な整備内容としては、タブレットやスマートフォンの導⼊、職員と同等の端末配備など。

②IT機器等の整備

• 有効回答693⾃治体のうち、令和３年度上半期において、⽀援員に対する「研修受講機会の充実を⾏った」と回答したのが243⾃治体、
「今後⾏うことを検討している」が158⾃治体であった。

• 「研修受講機会の充実を⾏った」と回答した⾃治体の具体的な⽅法としては、「研修の回数を増やした」が24⾃治体、「研修の内容を増
やした」が13⾃治体、オンライン研修の導⼊などにより「研修を受けやすくした」が214⾃治体あった。（複数回答）

③研修の充実

（給与⽔準の改善を⾏うことができた背景）※⼝頭での聞き取り
・他の相談業務を⾏う職員の処遇改善と合わせて実施
・令和２年度の会計年度任⽤職員化に合わせて処遇改善も実施



今後に向けて
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■⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援員による相談機能強化

⇒研修等の充実、IT機器活⽤、処遇改善

⇒補助職や専⾨職による⽀援員へのサポー
ト体制の強化

■ICT活⽤によるワンストップ相談機能強化

⇒⾃治体によるモデル事業
・プッシュ型等の試⾏

※徳島県、福岡県、札幌市、神⼾市、富⼭市、南砺市

■⽀援を必要とする
「ひとり親」のニーズ
を踏まえた対応

‣⽀援対象であることを知らな
い⽅への積極的アプローチ

‣夜間等を含め、⼿軽に相談・
アクセスできる

‣多様な⽀援メニューを適切に
組み合わせ

対応の⽅向

予算事業の活⽤

⾃治体・⽀援員
の協議会との協
働

⇒全国調査等の
好事例の深掘り
と情報提供等
（オンライン会
議等）

課題



参考資料
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新型コロナ問題を踏まえた、ひとり親⽀援施策にかかる最近の主な動き

▶ 新型コロナウイルス感染症の影響により、⼦育てと仕事を⼀⼈で担う低所得のひとり親世帯に特に⼤きな困難が⼼⾝に⽣じていることを踏まえ、こうした世帯の
⼦育て負担の増加や収⼊の減少に対する⽀援を⾏うため、ひとり親世帯臨時特別給付⾦（基本給付︓１世帯５万円、第２⼦以降１⼈につき３万円。
収⼊が減少した児童扶養⼿当受給世帯等への追加給付︓１世帯５万円）を⽀給。

▶ ひとり親⾃⽴⽀援パッケージを策定 （令和３年３⽉16⽇ 新型コロナに影響を受けた⾮正規労働者等に対する緊急対策関係閣僚会議）
＜内容＞
○⾼等職業訓練促進給付⾦について
・ ひとり親家庭の親が、資格取得のために養成機関で修業する際の⽣活費⽀援として⽉額10万円（課税世帯は⽉額７万500円）を⽀給する本事業の
対象となる資格について、法令の定めにより養成機関において１年以上の修業を必要とするものとしていたところ、令和３年度に限り、６⽉以上の短期の訓
練を通常必要とする⺠間資格等を取得する場合も新たに対象に拡⼤（⺟⼦寡婦法施⾏令（政令）改正等で措置）。

○住宅⽀援貸付
・ ⺟⼦・⽗⼦⾃⽴⽀援プログラムの策定を受け、就労等を通じた⾃⽴に向けて意欲的に取り組んでいるひとり親に対し、⽣活基盤の安定を図り、 ⾃⽴に
向けた取組を促進するため、家賃の全部⼜は⼀部（⽉上限４万円、最⼤12ヶ⽉分）の貸し付けを⾏う。就労へのインセンティブ付与の観点から、安定的
な就労につながった場合には、１年間の就労継続後に貸付⾦の償還を⼀括して免除。

令和３年３⽉

令和２年７⽉

令和２年11⽉

▶ 政府の秋の⾏⾰レビュー（秋の年次公開検証）にて、ひとり親⽀援について議論
・ ⼦供の貧困・シングルペアレンツについて、必要な⽀援を必要な⼈に⼗分に⾏き渡らせるためには、まず、⽀援を必要とする⼈の⽴場に⽴って⽀援策の「ワンス
トップ化」を実現し、素早く有効な⽀援を届ける必要がある。
・ また、⾃分が⽀援対象であることに無⾃覚な⼈、潜在的に⽀援を必要とする⼈、その予備軍に対して積極的にアプローチするためにも、「プッシュ型」の⽀援を
可能とする必要がある。

令和２年12⽉

▶ ひとり親家庭は、⾮正規雇⽤労働者の割合が⾼く収⼊が少ないなど、元々経済的基盤が弱く厳しい状況にある中で、その⽣活実態が依然として厳しい状況
にあることを踏まえ、年末年始に向け、予備費を活⽤して、ひとり親世帯臨時特別給付⾦の基本給付の⽀給対象者に対して、再度同様の基本給付を⽀給。

令和３年２⽉
▶ 秋の⾏⾰レビューでの指摘を踏まえ、令和２年度第３次補正予算において、ひとり親のワンストップ相談及びプッシュ型⽀援体制の構築・強化を図るワンス
トップ相談⽀援強化事業を実施。

令和３年４⽉
▶ 新型コロナウイルス感染症による影響が⻑期化する中で、低所得の⼦育て世帯に対し、その実情を踏まえた⽣活の⽀援を⾏う観点から、⼦育て世帯⽣活⽀
援特別給付⾦（ひとり親世帯分）（児童１⼈当たり５万円）を⽀給。
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ひとり親家庭向けの⽀援（⾼等職業訓練促進給付⾦・住宅⽀援資⾦貸付）

訓練受講中の⽣活費⽀援【拡充】訓練受講中の⽣活費⽀援【拡充】

⾼等職業訓練促進給付⾦︓好条件での就労につながる職業訓練の受講を促進するため、
訓練受講期間中の⽣活費（⽉10万円）を給付する仕組み

※訓練経費については、自立支援教育訓練給付金（受講料の６割、上限年20万円）等の活用を促進。

就労訓練中の住宅費の⽀援【新規】就労訓練中の住宅費の⽀援【新規】

就労を通じた⾃⽴に向けて意欲的に取り組んでいるひとり親に対し、就労に資する住宅の居住を促進する観点から、住居の借り上げ
に必要となる資⾦の無利⼦貸付制度を創設。安定的な就労につながった場合には、１年間の就労継続後に貸付⾦の償還を⼀括して免除
する等の⾃⽴へのインセンティブ⽅策を導⼊。

併せて、ネット・SNSやひとり親相談窓⼝を通じ、⽀援施策を「伝える」ための取組を推進。

⽀援
開始 就労住宅費の貸付⽀援を受けて、就労⼜は職業訓練を受講

⽉上限４万円（無利⼦無担保）

安定的な就労に繋がった場合、
１年間の就労継続後に⼀括で
償還を免除

12か⽉

【現⾏】
１年以上の訓練を必要とするもので国
家資格等の取得の場合のみ
（例）看護師､准看護師､保育士､介護福祉士

､理学療法士､作業療法士､調理師､製菓
衛生師 等

【⾒直し】
６⽉以上の訓練を通常必要とする⺠間資格の取得の場合も新たに給付対象とする
※デジタル分野等の民間資格や講座など

【⽉４万円】

【⽉10万円】

◎ 安定就労を通じた中⻑期的な⾃⽴⽀援や住居確保につながるひとり親⾃⽴促進パッケージを策定。

◎ ⾼等職業訓練促進給付⾦の給付対象を拡⼤。

参考

◎ ⽣活困窮者に対する住居確保給付⾦とは別に、就労に取り組むひとり親世帯に対し、住居の借り上げに必要とな
る資⾦の償還免除付の無利⼦貸付制度を創設。

※対象拡⼤の特例は令和３年度限り

※住⺠税課税世帯は⽉額７０，５００円
※修学の最終年限１年間に限り⽀給額を４万円加算
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▋経済財政運営と改⾰の基本⽅針２０２１ （いわゆる「⾻太の⽅針」）＜抄＞
（令和３年６⽉1８⽇ 閣議決定）

（１）雇⽤・労働︓⼥性デジタル⼈材、ひとり親の職業⽀援

○ひとり親に対する職業訓練
ひとり親世帯にはコロナの影響が厳しい形で表れていることから、特に、迅速かつ⼿厚い⽀援を⾏っていく必要がある。このため、
今後、ひとり親に対する職業訓練関連の⽀援については、⾼等職業訓練促進給付⾦において令和３年度限りの暫定措置と
して実施している⽀援対象の拡充の成果や課題を検証した上で継続的な実施について検討するとともに、訓練費⽤の在り⽅
なども含めて総合的に検討し、中⻑期的な⾃⽴につながる⽀援策の強化を図る。【厚⽣労働省】

Ⅰ コロナ対策の中⼼に⼥性を

▋⼥性活躍・男⼥共同参画の重点⽅針２０２１ ＜抄＞
（令和３年６⽉16⽇ すべての⼥性が輝く社会づくり本部・男⼥共同参画推進本部合同会議決定）

５．４つの原動⼒を⽀える基盤づくり
（２）⼥性の活躍
○今般の感染症の拡⼤によって顕在化した配偶者等からの暴⼒や性暴⼒の増加・深刻化の懸念や⼥性の雇⽤・所得への影響、⼥
性の⾃殺者の増加等は、男⼥共同参画の重要性を改めて認識させることとなった。⽀援を必要とする⼥性が誰⼀⼈取り残される
ことのないよう、今ほど男⼥共同参画の視点が求められている時代もない。
全ての⼥性が輝く令和の社会を実現するために、「第５次男⼥共同参画基本計画」及び「⼥性活躍・男⼥共同参画の重点⽅針
2021」に基づき、⼥性デジタル⼈材育成、ひとり親に対する職業訓練、「⽣理の貧困」への⽀援など⼥性に寄り添った相談⽀援、
フェムテックの推進、妊産婦や困難を抱える⼥性への⽀援といったコロナ禍で⼤きな影響を受けている⼥性への⽀援、養育費の
不払い解消、⼥性の登⽤・採⽤の拡⼤を含めた幅広い分野における政策・⽅針決定過程への⼥性の参画拡⼤、⼥性の視点も踏ま
えた税制や社会保障制度等の検討、性に関する教育、性犯罪・性暴⼒対策の強化などの取組を推進する。・・・感染症に伴う配
偶者等からの暴⼒の増加、深刻化の懸念を踏まえ、相談体制の充実などの取組を引き続き推進する。

第２章 次なる時代をリードする新たな成⻑の源泉〜４つの原動⼒と基盤づくり〜
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